
議案第7 1号

平成30年度 佐々町水道事業会計補正予算（第1号）

第1条 平成30年度佐々町水道事業会計の補正予算（第1号）は、 次に定めるところによる。

第2条 平成30年度 佐々町水道事業会計予算（以下「予算」という。）予算第3条に定めた収益的支出の
予定額を次のとおり補正する。

（科 目）

第1款 水道事業費
第1項 営業費用
第2項 営業外費用
第4項 予 備 費

（既決予定額）

支

363, 115千円
229, 717千円

27, 793千円
105, 60 3千円

（補正予定額）

出

。千円
12,508千円
ム20 2千円

ム12,30 6千円

（計）

363, 115 千円
24 2,225千円

27,591千円
93, 297千円

第3条 予算第4条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額292,588千円は当年度消費税
及び地方消費税資本的収支調整額24,946千円、 減債積立金21,000千円、 建設改良積立金173,000千円及び過年度
分損益勘定留保資金73,642千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額28 9,0 48千円は当年度消費
税及び地方消費税資本的収支調整額24,685千円、 減債積立金21,000千円、 建設改良積立金176,000千円及び過年
度分損益勘定留保資金67, 363千円」に改め、 資本的支出の予定額を次のとおり補正する。



（科 目） （既決予定額） （補正予定額）

収 入

第1款 資本的収入 97,622千円 9, 740千円

第1項 他会計支出金 9,872千円 9, 740千円

支 出

第1款 資本的支出 390,210千円 6,200千円

第1項 建設改良費 346,589千円 6, 200千円

第4条 予算第8条に定めた経費の金額を次のように改める。

（科 目）

職員給与費

（既決予定額）

42,388千円

（補正予定額）

7,382千円

（計）

107,362千円
19,612千円

396,410千円

352, 789千円

（計）

49, 770千円

平成30年9 月 27 日 提出

佐々町長 古庄 剛



平成 30 年度 水 道事業会計予算説明容

（収益的支出）

出支 単位：千円

款 ． 項 目 補正前の額 補正額 計 節 金額 説 明

l水道事業費用 363,115 。 363,115 

1営業費用 229,717 12,508 242,225 

2 配水及び給水費 29,720 2,160 31,880 

修繕費 2,160 

配水管修繕費

4 総係費 66,742 10,395 77,137 

給料 3,312 

職員給

手当 1,845 

通勤手当 24 

時間外勤務手当 332 

期末手当 771 

勤勉手当 522 

住居手当 196 

賞与引当金繰入額 566 

賞与号 i当金 475 

法定福利衆 91 

法定福利費 1,000 

共済組合負担金

退職給付費 659 

退職手当組合負担金

委託料 540 

コンビニ収納システム改修業務委託料

貸倒引当金繰入額 100 

食倒引当金繰入額



出支
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単位．千円

その他引当金 2,373 

繰入額 退職給付引当金繰入額

5減価償却費 80,416 ム47 80,369 

有形固定資産 ム47

減価償却費 構築物 ムl

機械及び装置 ム66

工兵器具及び備品 20
2営業外費用 27,793 ム202 27,591 

2消費税及び 19,136 ム202 18,934 

地方消費税 公課費 ム202

4予備費 105,603 ム12,306 93,297 

1予備費 105,603 ム12,306 93,297 

予備費 ム12,306

（ 



（資本的収入及び支出）

収 入 単位：千円

． 項 目 補正前の額 補正額 計 節 金額 説 明

l資本的収入 97,622 9,740 107,362 

1他会計支出金 9,872 9,740 19,612 

1他会計負担金 9,872 9,740 19,612 

他会計負担金 9,740 

新志方橋圧送管（橋梁添（�）移設工事負担金

。JV



-4-

主一員 主隼二壬円

款 ． 項 自 補正irrrの額 補正額 計 節 金額 説 明

1資本的支出 390,210 6,200 396,410 

1建設改良芸者 346,589 6,200 352,789 

2施設改良費 343,882 6,200 350,082 

工事官背負費 6,200 

新志方橋記水管（橋梁添架）移設工事



（ 

稔 与 3を 明 細 宅診

工 総括
単位：千円

員 数 絵 与
分 法定福利費 ム口、

特別職 一般職 報 蹴 給 料 3雪 金 手 当 計

損益勘定支弁職員 1 6 2,688 21,016 1,590 17,273 42,567 7,203 49,770 

資本勘定支弁職員

A ロ 計 1 6 2,688 21,016 1,590 17,273 42,567 7,203 49,770 

椅
t員益勘定支弁職員 1 5 2,688 17,704 1,590 14,294 36, 276 6,112 42,388 

玄 資本勘定文弁職員
言fj

l口" 計 1,590 36,276 6,112 1 5 2,688 17,704 14, 294 42,388 

比
損益勘定支弁職員 。 1 。 3,312 。 2,979 6,291 1,091 7,382 

資本勘定支弁職員

4-ロ 計 。 1 。 3,312 。 2,979 6,291 1,091 7,382 

区 分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 時間外勤務 期末手当 勤勉手当 住居手 当 児童手当 退職手当組
手 当 合負担金

手当の内訳
補正後 623 438 197 1,588 5,231 3,579 796 420 4,401 

補正前 623 438 173 1,256 4,163 2,879 600 420 3,742 

比較 。 。 24 332 1,068 700 196 。 659 



2 給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円）

給 料

ヨ
d
三 当

3 給料及び手当の状況
(1）職員1人当たり給与

区

3,312 

2,979 

平成3 0年9月 1 日 現在

平成3 0年4月 1 日 現在

(2）初任給

区 分 JよL),. 業 職

高 校 卒 147,100円
大 学 卒 179,200円
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増 減率由別内訳（千円） 説 明 備 考

給与改定に伴う増減分 。

昇給に伴う繍減分 。

その他の増減分 3,312 具動等lこ伴う僧
制度改正に伴う増減分
その他の増減分 2,979 異動等に伴う増

分
み人』 業 職

事務 ・ 技術

平均革紳十月額 （円） 291,889円

平均給与月額 （円） 348,306円

平 均年齢 （歳） 40.85 

平均給料月額 （円） 295,067円

平均給与月額 （円） 353,567円

平均年齢 （歳） 41.04 

一般会計の制度

147,100円
179,200円



(3）級7.llJ職員数 (,1,）昇給
jム

A
c. 業 職

分
級 職員数（人） lllf成比（%）

区 分 合計 企業職

職 員 数（A) （人） 6 6 

7級 昇給に係る職員数（B) （人） 6 6 

6級 1 16.7 1号給 （人）

5級

4級
平成30年9月 1日現在

3級 5 83.3 

補 2号給 （人） 1 

号給数内訳 3号給 （人）
4号給 （人） 5 5 

2級 5号給 （人）

1級 比 率 (B)/(A) % 100,0 100.0 

計 6 100.0 職 員 数（A) （人） 5 5 

7級 昇給に係る職員数（B) （人） 5 5 

6級 1 20.0 1号給 （人）

5級

4級
平成30年4月 1日現在

3級 4 80.0 

補 2号給 （人） 1 

号給数内訳 3号給 （人）
4号給 （人） 4 4 

2級 5号給 （人）

1級 比 率 (B)/(A) % 100.0 100.0 

計 5 100.0 

｛多級:JJ!J基準戦務窒）

区 分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

理事の職務 会計管理者の職務 事務長、参事、所長の職務 課長補佐の職務 係長、主任、主 一定の知澱経 定型的な業務を行う主
相当高度の知識経験 課長、次長、局長、室長の 相当高度の知識経験を要する課 相当高度の知識経 ヨまの職務 験を要する主 事主事

、技
補

師
、技

の職師務檎の職務
企業職 を要する課長等の職 職務 長補佐の職務 験を要する係長・ 事、技師の職務

務で町長が特に認め 主任の職務
たもの

-7-
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_(fil壁埜勤務手当 {61塑窒杢当3勤勉手当

区 分 企業職

給料総額lこ対する比率 （%） 

支給対象職員の比率 （%） 
（平成30年9月 1 日現注）

支給対象職員のl人当たり
平均支給月額 （円）

代表的な特殊勤務手当の名称

支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、
区 分 （月分） 職務の級等によ 備考

6月（月分） 12月（月分） る加算措置

補正後 2.125 2.275 4.400 有

補正前 2.125 2.275 4.400 有

一般会計の制度 2.125 2.275 4.400 有

｛土）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区分
20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の 最高限度 その他の加算措置 備 考者（月分） 者（月分） 者（月分） （ 月 分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 定年前早期退 職特例措置（ 2 %～ 20 %加算）

一般会計の制度 同 上 同 上 同 上 向 上 同 上（支給率等）

（§） その他の手当

区 分 一般会計制度との異同 差異の内容

扶 幾 手 当 問

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同



a, 

平成30年度佐々町水道事業予定貸借対照表（税抜）

（平成31年3月31日）

資産の部

円 円 円 円

1 回定資産

(1) 有w固定資産
イ 土地 77,042,595 
ロ 建物 124,291, 716 

II 減価償却累計額 ム68,426,044 55,865,672 
ノ、 構築物 3,032,086,276 

H減価償却累計額 /':,. 1,338,893,217 l,693,193,059 

機械及び装置 1,054,444,940 
H減価償却累計額 /':,. 741,777,390 312,667,550 

ホ 車両及び運搬具 2,696,096 
H減価償却累計額 /':,. 1,697,742 998,354 

，、、 工兵器具備品 7,763,365 
H減価償却累計額 /':,. 6,209,724 1,553,641 

ト 建設仮勘定 80,160,000 

有形固定資産合計 2,221,480,871 

固定資産合計 2,221,480,871 

2 流動資産

(1〕 事金・預金 942,028,125 
(2) 未収金 3,000,000 
(3) 貸倒引当金 ム169,000 2,831,000 
(4) 貯蔵品 5,500,000 

流動資産合計 950,359,125 

資産合計 3,171,839,996 

負債の部

3 悶定負債

(!) 企業債 444,343,972 
イ 建設改良等の財源に充てるため

の企業債 444,343,972 
(2) 引当金 19,227,000 

イ 退職給付引当金 19,227,000 

固定負債合計 463,570,972 



Cコ
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4 流動負債

(1) 企業債 44,490,531 
イ 建設改良等の財源に充てるため

の企業債 44,490,531 

(2) 未払金 2,300,000 

(3) 引当金 3,305,000 
イ 賞与引当金 3,305,000 

流動負債合計 50,095,531 

5 繰延収益

(l) 長期前受金
イ 受贈財産評価額 125,890, 790 

H収益化累計額 ム63,683,163 62,207,627 
ロ 補助金 76,640,158

II 収益化累計額 /:,. 67,556,200 9,083,958 
ノ、 他会計補助金 70,680,941 

II 収益化累計額 /:,. 47,049,429 23,631,512 
工事負担金 42,685,921 

H収益化累計額 6 26, 785,098 15,900,823 
ホ 補償金 29,018,206 

II 収益化累計額 6 8,256,557 20,761,649 

長期前受金合計 131,585,569 

繰延収益合計 131,585,569 

負債合計 645,252,072 

資本の部

円 円 円
日 資本 金

(l) 自己資本金
イ 固有資本金 29,936,968 
ロ 組入資本金 1,456,485,693 

自己資本金合計 1,486,422,661 

資本金合計 1,486,422,661 



7 _W-{J余 金

(1) 資本剰余金
イ 受贈財産評価額
ロ 補助金
ハ 他会計補助金
ニ 工事負担金
ホ 補償金

資本剰余金合計

(2) 利益剰余金
イ 減債積立金
口 建設改良積立金
ハ 災害準備積立金
ニ 当年度未処分利益剰余金

1）当年度純利益
2）前年度未処分利益剰余金
3）積立金の取崩

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

＜注記＞
I重要な会計方針

9,011,882 
29,337,325 
12,146,470 
4,358,660 

200,321,000 

202,000,000 
63,000,000 
70,000,000 

449,989;926 
93,297,000 

162,692,926 
194,000,000 

255,175,337 

784,989,926 

本会計は地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。
1.回定資産の評価基準及び評価方法

・固定資産 取得原価による。
2.回定資産の償却の方法

－有形固定資産 定額法による。
．主な溺周年数

建物
構築物
機械及び装置
車両及び運綴具
工具器具備品

3リース資産に係る経過措置

24年～65年
10年～60年
B年～20年
5年～15年
2年～15年

1,040,165,263 

2,526,587,924 

記L些些些

・所有権移転外ファイナンス ・ リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によって
いる。

4，たな卸資産の評価基準及び評価方法
－貯蔵品 最終仕入原価法による。

5.引当金の計上方法
・貸f量l引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実積率等による回収不能見込み額を計上している。
・退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に相当する
金額を計上している。

－賞与引当金
職員の期末 ・ 勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末の在籍職員における支給見込額に
基づき、当事業年度の負担に属する事買を計上している。

,.... 
守ー・
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日．収益及び費用の計上基準
総額主義及び発生主義

7.消費税等、の会計処理
－消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

E予定貸借対照表等関連
1.担保提供資産及び保証債務の有無

資産の担保提供及び保証債務はありません。
2.企業債の償還に係る他会計の負担

・貸借対照表に計上されている企業債(1年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担する
と見込まれるものはありません。

皿セグメント情報の開示
1.本会計は水道事業のみを実施している。

N減損損失関連
減損処理となるものはありません。

Vリ｝ス取引の処理方法
・リース料総額が300万円未満のファイナンス・リ ースの取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会言十処理を行っている。

VIその他の注記
・賞与引当金の取り崩し

平成30年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにとれらに係る法定福利費を支給するため、
．賞与引当金2,660千円を取り崩す予定である。
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平成30年度佐々町水道事業予定キャッシュ ・ フロー計算書

（平成30年4月 113 から平成31年3月 31 日）

mri努法1 （単位：円）

キャッシュ ・ フロー項目

I業務活動によるキャッシュ ・ フロー

当年度純利益
減価償却費
退職給付引当金の璃減額（L',は減少）
貸倒引当金の増減額（L',は減少）
賞与引当金の増減額（L',は減少）
長期前受金戻入額
受取利息及び受取百日当金
支払利息
固定資産除却損
未i収金の増減額（ムは増加）
未払金の増減額（L',は減少）
たな卸資産の増減額（ふは増加）
その他資産負債の増減額（L',は減少）

小言十
利息及び配当金の受取額
利，息の支払額

業務活動によるキャッシュ ・ フロー

E投資活動によるキャッシュ ・ フロー

有形回定資産の取得による支出
国庫補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ ・ フロ｝

E財務活動によるキャッシュ ・ フロー

建設改良企業債による収入
建設改良企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ ・ フロー

93,297,000 
80,368,347 
3,627,000 

169,000 
645,000 

L', 5,125,649 
L', 108,000 
8,654,437 
3,668,405 

0 
0 
0 
0 

185,195,540 
108,000 

ム8,654,437
176,649,103

L', 349, 153 ,667 
23,760,111 

L', 325,393,556 

83,800,000 
L', 43,620,595 

40,179,405 

N資金構加（減少）額
V資金期首残高
VI資金期末残高

L'. 108,565,048 

L虫色盟主立2
鑑単語草

＜注記＞
I重要な会計方針

本会計は地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している0

．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計方式は税抜方式によっている。

E予定キャッシュ ・ フロ ー計算書等関連
重要な非資金取引はありません。


